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研究要旨 

 「後期高齢者の質問票」の目的や位置づけを整理し、高齢者や保健事業担当者に対して、質問

への回答結果の効果的な活用方法の指針を提示することを目的に、①後期高齢者に特徴的に表れ

る病態像について学術的な潮流を踏まえて整理し、②簡便な「後期高齢者の質問票」を用いた効

果的スクリーニングについて、「基本チェックリスト」の有効性を踏まえて、高齢者の総合的・包

括的な質問票の意義と重要性を検討した。 

 「後期高齢者の質問票」は、後期高齢者の健康特性に配慮し、「基本チェックリスト」の優れた

点も生かした後継的な質問票となっている。この 15 問は各質問の意義あるいは根拠として、現時

点における科学的根拠を明記し、エビデンスに基づく質問票であり、後期高齢者に特徴的に表れ

る病態が早期発見、早期対応ができるような項目が厳選された構成になっている。また、対象者

の健康状態を把握し、高齢者が前向きに自身の健康のためにできそうなことを見つけることや、

自治体や医療機関等が高齢者の健康課題を把握し、保健事業や医療機関につなげられるように配

慮されている。これらより、自治体では、保健事業実施時の対象者のアセスメントや事業評価と

して効果的な活用が期待でき、高齢者の生活機能の維持、発症の先送り、QOL の維持向上に貢献し

得ると考えられる。 

 今回新たに開発された質問票の利用にあたっては、高齢者の特徴である慢性疾患については疾

病等の変られないことを受け入れる一方で、いくつもの優れた機能が十分に残っていることの自

覚を促し、その中でも「自分でやれること、大切にしたいこと」に目を向けるように、総合的な

視点からアドバイスするようこころがけることが大切であると思われる。 

 

A．研究目的 

 日本人の平均寿命は着実に伸び、令和 1 年

では男性 81.25 歳、女性 87.32 歳となり、今後

超高齢社会は急速に進展することになる。超

高齢社会にはいくつかの注目すべき特徴があ

るが、中でも①今後 75歳以上の後期高齢者人

口が相対的に増えること、②さらに、後期高齢

者の急増に伴って単身の高齢者世帯あるいは

夫婦のみの世帯が急増すること、そして、③今

後の後期高齢者の増加に伴って、フレイルと

呼ばれる状態像、および要介護高齢者の増加

が見込まれることである。 

 今後、後期高齢者が急増する中で、後期高齢

者の健康を守り自立を促進するためには、（前

期高齢者とは異なる）特にフレイル、認知機能

低下（認知症予防）、および筋肉や骨という運

動器機能低下（ロコモやサルコ）、さらには口

腔機能低下と低栄養といった面での予防対策

や健康維持が大きな問題であると考えられる。 

 後期高齢者の健康問題を考える際には「疾

病予防」と「介護予防」の 2つの戦略を考慮し

なければならないが、疾病予防は理論上前期

高齢者までは重要であるが、介護予防は 70歳

頃から特に重要となる。少なくとも 75歳以上
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となる後期高齢者においては、疾病の予防よ

り、むしろ生活機能の維持向上に重点をおい

た介護予防的な対策が重要であることが明ら

かにされている。 

 国の動きとしては平成 31 年 2 月、高齢者特

有の健康課題を把握するため「後期高齢者の

質問票」が提示された。低栄養、フレイルや認

知機能など特有の健康課題を有する対象者を

検出し、必要なサービスにつなげるツールの

開発が求められている。 

 そこで、新たに作成された「後期高齢者の質

問票」の目的や位置づけを整理し、高齢者や保

健事業担当者に対して、質問への回答結果の

効果的な活用方法の指針を提示することを目

的とする。 

 

B．研究方法 

 「後期高齢者の質問票」の活用に関して、①

後期高齢者に特徴的に表れる病態像について

の整理を行う。また、後期高齢者の保健事業の

あり方として、②簡便な「後期高齢者の質問票」

を用いた効果的スクリーニングについて検討

し、質問票の活用方法の提案につなげる。 

 ①については学術的な潮流を踏まえて整理

する。②は、平成 18年度からの特定高齢者施

策で用いられた「基本チェックリスト」の有効

性を踏まえつつ、高齢者の総合的・包括的な質

問票の意義と重要性について検討する。 

 

C.研究結果 

１．後期高齢者に特徴的に表れる病態像につい

ての整理 

 後期高齢者では加齢に伴う心身の機能の減

衰を背景として、様々な病態・症候が出現する。 

それらはフレイルを代表として早期発見、早

期対応が、生活機能の維持、発症の先送り、そ

して QOL の維持向上などの視点から、重要な

ポイントになる。①フレイルは健康障害につ

ながる心身の脆弱な状態であると同時に、ス

トレスに対する予備力の低下に起因した状態

である。その構成要素には身体組成、身体機能、

身体活動、疲労、精神心理状態、さらには社会

的問題などが含まれる。②認知症の予防対策

において最も重要な時期は、認知症ではない

が軽度な認知機能の低下を有する状態、すな

わ ち 軽 度 認 知 障 害 （ mild cognitive 

impairment: MCI）に時期である。MCIの有症

率は概ね 10-15% 。我が国においても運動＋脳

賦活化を中心とした運動介入によって MCI 高

齢者の認知機能低下の抑制が可能であること

がランダム化試験によって示されている。③

ロコモティブシンドロームおよびサルコペニ

アはいずれも運動器の加齢に伴う障害を示し

ている。ロコモティブシンドロームは加齢に

伴う骨や関節などの運動器障害により自立度

が低下し、要支援あるいは要介護になる危険

のある状態。いずれの病態も必然的に筋力の

低下を伴う他、日常生活を維持すべき身体機

能の制限や障害の発生とも関連し、介護保険

サービスを必要とする場合も少なくなく、高

齢期の「生活の質（QOL）」に負の影響を与える

こととなる。④低栄養・口腔機能（オーラル・

フレイル）も高齢期の重要な健康問題である。

適切な栄養の摂取、すなわち「食べる機能」を

維持するためには良好な口腔機能、すなわち

咀嚼機能及び嚥下機能の維持があげられる。

高齢期の誤嚥性肺炎を予防するためには、口

腔清潔管理はもちろんのこと、咀嚼機能と嚥

下機能を一つのセットとしてサービスなどの

提供を考える必要がある。さらに高齢期に不

足しやすいたんぱく質やビタミン D の積極的

な摂取の推奨が必要である。 

 

２．後期高齢者の保健事業のあり方の検討 

― 特に簡便な質問票を用いた 

効果的スクリーニングについての検討 ― 

 今後の後期高齢者の保健事業の実施に際し

て特に配慮されなければならないのが、疾病

管理と自立支援のための包括的アセスメント

の実施と生活習慣病重度化予防も含め身心機

能低下予防に着目した適切かつ効果的な介入

（保健指導等）方策を検討することにある。国

は平成 18年の介護保険法改正によって、介護

予防が施策の重要な柱となり、そのために地

域支援事業が新たに設定され、要支援・要介護

状態となる前からの介護予防を推進されるこ

ととなった。地域支援事業には「介護予防事業」

が創設せれ、ハイリスクアプローチの観点か
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ら、「基本チェックリスト」を用いて要支援・

要介護状態になるおそれの高い者（高齢者人

口の概ね 5％程度）を特定高齢者とし、全国一

斉に介護予防事業を実施してきたが、平成 27

年度からは「通いの場」を中心としたポピュレ

ーションアプローチに転換してきた経緯があ

る。しかし上記のような健康特性を有する後

期高齢者では、単なる「通いの場」での対応だ

けでなく、特性に応じたハイリスクアプロー

チの有効的な組み合わせも必要と考えられる。

その意味で、「基本チェックリスト」は上記の

ような後期高齢者の健康特性や機能低下のス

クリーニングに極めて良く対応していると判

断される。特に、フレイルに関してその三要素

すなわち、身体的、精神心理的、そして社会的

ドメインのスクリーニング項目を全て含み、

その信頼性、妥当性等についても確立し、科学

的根拠としての有効性が示されている（遠又

靖丈ら；日本公衆衛生誌，2011; 58：3-13）。 

 今回の調査事業において作成された、高齢

者、特に後期高齢者を対象とした、保健事業に

利用されるべき質問票においては、上述の後

期高齢者の健康特性に配慮し、またこれまで

の全国的に使用され、膨大なデータの活用が

可能である「基本チェックリスト」の優れた点

も生かした後継的な質問票となっている。 

 質問票の役割として、1）中年期から前期高

齢者のいわゆるメタボ健診に用いられている

特定健康診査の「標準的な質問票」に代わるも

のとして、後期高齢者に対する健康診査（以

下：健診）の場で質問票を用いた問診（情報収

集）を実施し、高齢者の特性を踏まえた健康状

態を総合的に把握する。2) 診療や通いの場等

においても質問票を用いて健康状態を評価す

ることにより、住民や保健事業・介護予防担 

当者等が高齢者のフレイルに対する関心を高

め、生活改善を促すことが期待される。3) 質

問票の回答内容と KDB システムから抽出した

健診・医療・介護情報を併用し、高齢者を必要

な保健事業 や医療機関受診につなげ、地域で

高齢者の健康を支える。4）保健指導における

健康状態のアセスメントとして活用するとと

もに、行動変容の評価指標として用いる。5) 

KDB システムにデータを収載・分析することに

より、事業評価を実施可能とし、PDCA サイク

ルによる保健事業に資する。 

 また、質問票の構成については、フレイルな

ど高齢者の特性を踏まえて健康状態を総合的

に把握するという目的から、（1）健康状態、（2） 

心の健康状態、（3）食習慣、（4）口腔機能、（5）

体重変化、（6）運動・転倒、（7）認知機能、 （8）

喫煙、（9）社会参加、（10）ソーシャルサポー

トの 10 類型に整理され、これまでのエビデン

スや保健事業の実際、回答高齢者の負担を考

慮し、15 項目の質問で構成されている。さら

に各質問の意義あるいは根拠として、現時点

における科学的根拠を明記し、エビデンスに

基づく質問票となっている。質問票の最も多

い活用場面としては、健診の事後指導を想定

しているが、そこでは対象者の健康状態を把

握し、高齢者が前向きに自身の健康のために

できそうなことを見つけることや、自治体や

医療機関等が高齢者の健康課題を把握し自治

体の保健事業や医療機関につなげることが可

能なように配慮されている。 

 

D．考察 

 「後期高齢者の質問票」は、後期高齢者の健

康特性に配慮し、「基本チェックリスト」の優

れた点も生かした後継的な質問票となってい

る。この 15問は、各質問の意義あるいは根拠

として、現時点における科学的根拠を明記し、

エビデンスに基づく質問票であり、後期高齢

者に特徴的に表れる病態が早期発見、早期対

応ができるような項目が厳選された構成にな

っている。これらより、質問票の役割として想

定される場面での活用について有用性が期待

できる。 

 質問票は高齢者の特性を踏まえた健康状態

を総合的に把握し、的確に保健事業や医療機

関につなげられるように作られており、自治

体においては、保健事業実施時の対象者のア

セスメントや事業評価として、本質問票は効

果的に活用できると考えられる。さらに、質問

票は高齢者が前向きに自身の健康のためにで

きそうなことが見つけられるように考えられ

ていることから、生活機能の維持、発症の先送

り、QOL の維持向上に貢献し得ると考えられる。 
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E．結論 

 後期高齢者は 97.9％が医療機関を受診し

ている（平成 29 年度医療給付実態調査報告）。

今回新たに開発された質問票の利用にあたっ

ては、高齢者の特徴である慢性疾患について

は疾病等の変られないことを受け入れる一方

で、いくつもの優れた機能が十分に残ってい

ることの自覚を促し、その中でも「自分でやれ

ること、大切にしたいこと」に目を向けるよう

に、総合的な視点からアドバイスするようこ

ころがけることが大切であると思われる。 

 

F．健康危険情報 

 該当なし 
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H．知的財産権の出願・登録状況 

1．特許取得 

該当なし 

2．実用新案登録 

該当なし 

3．その他 

該当なし 
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